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「社会保障分野サブワーキンググループ」及び 
「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会」

の合同開催について 
 

１ 趣旨 

○ 現在、政府で検討している社会保障・税番号制度は、行政機関等の法定手続

を対象としており、医療機関等の間の情報連携は対象としていない。 

○ 他方で、医療等のサービスの充実や質の向上は国民生活の充実に直結するも

のであり、医療機関等の関係機関間での地域連携や、公衆衛生・医療水準の向

上に資する医学研究等が推進されるような情報連携のためには、相当の長期に

わたり個人を識別できる基盤が望まれる。 

○ 医療等分野については、一般的に機微性の高いといわれる情報を扱うことに

なるため、極度に個人の識別性が向上した状況下では、現行の個人情報保護法

で十分な措置といえるか疑義が生じるところである。  

○ このため医療等分野について、厳格な情報保護措置を図るため医療等分野に

閉じつつも、必要な利活用が適切に行えるようにするため、個人情報保護法第

６条の委任により医療等分野における特段の措置について検討を行い、情報の

利活用と保護に関する法制の整備を目指す。 

 

【参考】個人情報保護法（平成一五年法律第五十七号） 

  （法制上の措置等） 

第六条 政府は、個人情報の性質及び利用方法にかんがみ、個人の権利利益の一層の保護を図るため特

にその適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある個人情報について、保護のための格別の措置

が講じられるよう必要な法制上の措置その他の措置を講ずるものとする。 

 

２ スケジュール 

○ 番号制度については、２４年通常国会に法案が提出されている。医療等分野

の個別法については、２４年４月から検討を開始し、２５年通常国会への提出

を目指す。 

 

３ 検討体制 

○ 個人情報保護法成立後、衆参両院における附帯決議を踏まえ、厚生労働省に

設置された「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会」にお

いて、医療等分野における個別法の必要性及びその他の措置のあり方が検討さ

れ、「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドラ

イン」が策定されている。 

※ 平成１６年当時においては、個人情報保護法の全面施行に際し、ガイドラインにおける

措置に加えて個別法がなければ十分な保護を図ることができないという状況には必ずし

もないとされた。  
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○ また、「社会保障・税番号大綱」においては、医療等分野の個別法の検討は、

「社会保障分野サブワーキンググループ」での議論を踏まえ、内閣官房と連携

しつつ、厚生労働省において行うこととされている。 

○ 医療等分野の個別法については、番号制度を踏まえた医療機関等の関係機関

間での情報連携のあり方とともに、現行のガイドラインも踏まえた個人情報保

護のあり方の検討も必要であることから、「医療機関等における個人情報保護の

あり方に関する検討会」（別紙１）と「社会保障サブワーキンググループ」（別

紙２）との合同開催により、検討を行う。  

○ なお、法の実施に際しては、医療等現場に即した執行指針が必要となるため、

「医療情報ネットワーク基盤検討会」（別紙３）において、ガイドラインを策定

する。 

 

 

※ 検討体制イメージ 
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社会保障分野サブワーキンググループの開催について 

 

１ 目 的 

医療・介護・年金等の社会保障分野は、自己の情報の入手・活用等に関し

て国民の期待が高い一方で、機微性の高い情報を含むものであるため、新し

い制度の設計においても、情報連携や個人情報保護の枠組みに関して、技術・

制度の両面にわたり、特段の措置を講ずることが必要と考えられる。 

そこで、社会保障・税に関わる番号制度と国民ＩＤ制度に関する共同の検

討の場として設置された、個人情報保護ワーキンググループ（以下「個人情

報保護ＷＧ」という。）及び情報連携基盤技術ワーキンググループ（以下「技

術ＷＧ」という。）における議論を踏まえ、社会保障分野における適用に

ついて検討を行うため、両ＷＧの下に社会保障分野サブワーキンググル

ープ（以下「本ＳＷＧ」という。）を開催する。 

 

２ 検討事項等 

  本ＳＷＧは、個人情報保護ＷＧ及び技術ＷＧと連携し、両ＷＧにおける議

論と並行して以下の事項について検討し、その結果及び活動状況について両

ＷＧに報告することとする。 

(1)社会保障分野における情報連携の共通基盤の活用 

(2)社会保障分野における番号及び情報連携のあり方 

(3)社会保障分野における個人情報保護等に関する特段の措置 

等 

 

３ 構成及び運営 

(1)本ＳＷＧは、峰崎内閣官房参与の主宰するＷＧとして設置する。 

(2)本ＳＷＧの構成員は別紙のとおりとする。 

(3)本ＳＷＧに座長及び座長代理を置く。 

(4)本ＳＷＧの座長及び座長代理は峰崎内閣官房参与の指名により定める。 

(5)本ＳＷＧは、必要があると認めるときは、構成員以外の者の出席を求め、

意見を聞くことができる。 

(6)その他、本ＳＷＧの運営に関し必要な事項は、座長が定めるところによる。 

(7)本ＳＷＧの庶務は、内閣官房社会保障改革担当室及び情報通信技術（IT）

担当室の協力を得て、厚生労働省政策統括官付情報政策担当参事官室が各

府省と連携して行う。 
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別紙 

社会保障分野サブワーキンググループ構成員名簿 

（敬称略、五十音順） 

 

 

石川
いしかわ

  広
ひろ

己
み

 日本医師会 常任理事 

 

稲垣
いながき

  恵
よし

正
ま さ

 健康保険組合連合会 理事 

 

小田
お だ

  利郎
と し ろ う

 日本薬剤師会 常務理事 

 

◎金子
か ね こ

  郁
い く

容
よ う

 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授 

 

後藤
ご と う

  省二
し ょ う じ

 三鷹市企画部地域情報化担当部長 

 

駒村
こまむら

  康
こ う

平
へい

 慶応義塾大学経済学部教授  

              

佐藤
さ と う

  慶
よし

浩
ひろ

 日本ヒューレット・パッカード(株) 個人情報保護対策室室長 

             

鈴木
す ず き

  正朝
ま さとも

 新潟大学法科大学院教授 

   

高橋
たかはし

  紘士
ひ ろ し

 国際医療福祉大学大学院教授（日本福祉介護情報学会代表理事） 

 

高山
たかやま

  憲之
のりゆき

 一橋大学名誉教授 

  

冨山
とみやま

  雅史
ま さ し

 日本歯科医師会 常務理事 

 

樋口
ひ ぐ ち

   範
のり

雄
お

   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

松本
まつもと

   泰
やすし

    セコム(株)ＩＳ研究所基盤技術ディビジョン認証基盤グループグループリーダ 

              

○山本
やまもと

   隆一
りゅういち

 東京大学大学院情報学環准教授 

 

 

◎については、座長 

○については、座長代理 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%96%B0%E6%BD%9F%E5%A4%A7%E5%AD%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%96%B0%E6%BD%9F%E5%A4%A7%E5%AD%A6


「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会」について 

 

平成２４年４月 

政策統括官（社会保障担当）付 

情 報 政 策 担 当 参 事 官 室 

１ 開催の趣旨等 

○ 個人情報保護法では、「特にその適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある個人

情報については、保護のための格別の措置が講じられるよう必要な法制上の措置その他

の措置を講ずるものとする」とされている。医療分野については、平成１６年に閣議決

定された「個人情報の保護に関する基本方針」でも、特に適正な取扱いを確保すべき個

別分野の一つとされている。 

○ これらを踏まえ、この検討会では、個別法の必要性も含め、医療機関等での個人情報

保護のあり方について幅広く検討を行い、平成１６年１２月２４日「医療・介護関係事

業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」を策定した。 

○ その後、政府では「社会保障・税に関わる番号制度」の導入に向けた検討を進めているが、

医療等分野でも、医療機関等の関係機関間での地域連携や、公衆衛生・医療水準の向上

に資する医学研究等が推進されるような情報連携のためには、相当の長期にわたり個人

を識別できる基盤が望まれる。 

○ 一方、医療等分野では、一般的に、機微性の高いと考えられる情報を扱うことになる

ため、極度に個人の識別性が向上した状況下では、現行の個人情報保護法で十分な措置

といえるかなどについて、検討を行うことが必要である。 

○ このため、医療等分野の個人情報保護のあり方について、厳格な情報保護措置を図りつ

つも、必要な利活用が適切に行えるようにするための法制の検討を行うこととする。 

 

２ 検討事項 

・ 個人情報保護法第６条に基づく医療等分野における個別法のあり方 

 

３ 検討会の位置づけ等 

政策統括官（社会保障担当）による検討会 

（検討会の庶務は、関係各局・各課の協力を得て政策統括官（社会保障）付情報政策 

担当参事官室で行う。） 

 

４ 検討会のメンバー 

別紙のとおり 

  

（別紙２） 



 

（別紙） 

 

医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会 

委員名簿 

 

 

石川 広己  日本医師会常任理事 

 

岩渕 勝好  東北福祉大学教授 

 

宇賀 克也 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

大道 久  社会保険横浜中央病院長 

 

○ 大山 永昭  東京工業大学像情報工学研究所教授 

 

小田 利郎  日本薬剤師会常務理事 

 

小森 直之 日本医療法人協会常務理事 

 

高橋 紘士 国際医療福祉大学大学院教授 

 

寺野 彰  日本私立医科大学協会副会長 

 

冨山 雅史  日本歯科医師会常務理事 

 

◎ 樋口 範雄  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

福井 トシ子 日本看護協会常任理事 

 

山口 育子 ＮＰＯ法人ささえあい医療人権センターＣＯＭＬ理事長 

 

 

（◎：座長、○：座長代理） 



 

平成２４年４月 

医療情報ネットワーク基盤検討会開催要領 

 

１．背景 

 近年、進みつつある医療分野での情報化により、業務の効率化や、安全性の向上が期待さ

れているところであり、今後もより一層その充実が求められている。 

 一方、これまでの医療機関等の情報化、それに伴う機関間の情報連携や国民の健康情報に

対する意識の変化に伴い、個人自らが医療情報を閲覧・収集・提示することによって、自

らの健康増進へ役立てたいという要請が生じてきている。 

 そのため、これらに対応した情報基盤整備の必要性が高まっていると共に、医療情報の安

全管理の側面から、医療機関や医療従事者等に対して技術や制度の変化に対応した管理指

針などが必要となってきている。 

以上を踏まえ、適切な医療分野の情報基盤構築のために、以下に掲げる事項を検討する。 

 

２．検討事項 

 医療分野における電子化された情報管理の在り方に関する事項 

 個人が自らの医療情報を管理・活用するための方策等に関する事項等 

 

３．構成員 

 別紙のとおり 

 

４．会議の位置付け 

 厚生労働省政策統括官（社会保障担当）が必要に応じて検討会を召集し、必要に応じて作業

班を設置する等、効率的に検討を進めることとする。 

 本会議の庶務は厚生労働省政策統括官付情報政策担当参事官室が行うこととする。 

 

 

（別紙３） 



別 紙 

医療情報ネットワーク基盤検討会構成員 

 

 安藤
あんどう

 裕
ゆたか

    放射線医学総合研究所重粒子医科学センター病院病院長 

 石川
いしかわ

 広
ひろ

己
み

   日本医師会常任理事 

○大山
おおやま

 永
なが

昭
あき

   東京工業大学像情報工学研究所教授 

 河原
かわはら

 和夫
か ず お

   東京医科歯科大学大学院政策科学分野教授 

 喜多
き た

 紘一
こういち

   保健医療福祉情報安全管理適合性評価協会理事長 

 庄 本
しょうもと

 幸司
こ う じ

   日本製薬工業会医薬品評価委員会電子化情報部会長 

土屋
つ ち や

 文人
ふ み と

   日本薬剤師会副会長 

富田
と み た

 茂
しげる

    保健医療福祉情報システム工業会運営会議議長 

 冨山
とみやま

 雅史
ま さ し

   日本歯科医師会常務理事 

 樋口
ひ ぐ ち

 範
のり

雄
お

   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

福井
ふ く い

 トシ子
こ

  日本看護協会常任理事 

三谷
み た に

 博
ひろ

明
あき

   日本インターネット医療協議会事務局長 

 南
みなみ

  砂
まさご

   読売新聞東京本社編集局医療情報部長 

 矢野
や の

 一博
かずひろ

   日本医師会総合政策研究機構主任研究員 

 山本
やまもと

 隆 一
りゅういち

   東京大学大学院情報学環准教授 

吉村
よしむら

  仁
ひとし

   日本画像医療システム工業会医用画像システム部会長 

 （五十音順：敬称略） 

 

※ ○は座長 
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